
 １

      
１ 議会運営に関すること 

① 委員外議員の出席ができるよう、常任委員会開催を１日１委員会とした。(平成18年6月) 

② 個人一般質問について、傍聴者及びＣＡＴＶ視聴者により分かりやすく、かつ議論の活性

化、質疑と応答の正確度を高めるため、「一括質問一括答弁方式」を改め、質問席を設置

して対面式による「一問一答方式」を導入した。(平成18年12月) 

③ 地方自治法改正に伴い常任委員会の複数所属が可能となったことから、特別委員会として

その都度設置していた「予算審査委員会」を常任委員会に追加した。(平成19年2月) 

④ 正副議長の選挙を実施する場合にあっては、今後はその前段において、意欲のある議員が

所信を述べる機会を設けることとし、所信表明会実施要領を定め(平成19年6月)、全員協

議会で実施した。 

⑤ 議員からの指摘を受け、市長の施政方針表明にあわせて教育委員長が教育方針を表明する

こととした。(平成20年2月) 

⑥ 会派の独自の調査・研究をもとに当市の政策課題を明らかにするなどを目的に「会派代表

質問」を導入した。(平成20年2月)  
２．議会の監視機能の強化に関すること 

① 議会の発議により「浜田市市政に係る重要な事項の議決等に関する条例」を制定し、 
・市の基本構想に基づく基本計画の策定又は改廃に関すること 

・憲章の制定又は改廃に関すること 

・各種の都市宣言の制定又は改廃に関すること 

・姉妹都市又は友好都市の提携に関すること 

を議決事項として定めた。なお、その他の重要な計画についても議会への報告義務付けや、

策定過程における委員会への報告も盛り込んだ。(平成19年9月) 

② 法的に定めのある委員会や、広域の取り組み等で参画の必要な団体などに議長等が宛て職

で就任するものを除き、原則として就任しないこととした。(平成18年12月) 

 

資料 ３ 



 ２

３．広報広聴活動の充実に関すること 

① 議長交際費について、１８年度からホームページにその根拠となる支出基準、支出内容、

金額等を詳細に掲載している。(平成18年 4月) 

② ホームページへの広聴機能として議長なんでもメールを開設し、送付を受けたメールにつ

いては、すべて議長が回答内容を検討し返信している。(平成18年10月) 

③ ケーブルテレビの議会中継について一般質問の放映に加え、予算審査委員会の模様（新年

度予算審議時のみ５日間分）も録画し放映を行っている。(平成19年 4月) 

④ 本会議、委員会及び全員協議会、常任委員会の閉会中の調査会についてもホームページで

予め開催予定をお知らせし、傍聴者には会議資料も配付している。(平成19年 4月) 

⑤ 政務調査費についての透明性と公正性を高めるため、使途や収支報告書、領収書写しを含

め、市議会ホームページによる全面的に公開している。(平成19年 4月) 

⑥ 市民への議会活動の広報及び広聴のあり方など全般についての調査、研究を行なうべく

「議会広報広聴調査特別委員会」を設置し、議会報告会の実施を含め検討中。(平成19年

11月) 

⑦ ケーブルテレビの行政情報番組において、議会改革をはじめとする各種取り組みなどにつ

いて「日本一の議会改革をめざし」と題して、議長が出演(15分間)して市民の関心を深め

た。(平成20年2月)  

正副議長が出演して「改選後の議会運営等」について市議会の情報番組を収録し、放映し

た。（平成22年2月） 

 

４．議会費予算の適正化に関すること 

① 議員や関係者へ配付する会議録の冊子印刷を廃止し、ＣＤデータによる配付に切り替えた。

(平成19年 5月) また、ハガキによる各種会議の開催案内を、ＦＡＸ又は携帯電話メール

による通知に切り替えた。(平成21年12月) 

② 議長専用公用車を廃止し、管財課の一般公用車として管理することとし、議会事務局職員

の乗務員兼務を解き、事務職専属とした。(平成20年 4月) 

 

５．その他議会の活性化に関すること 

① 市議会独自で実施していた「議員研修会」を島根県立大学との共催とし、市民及び近隣市

議会議員にも参加を呼びかけ開催した。（18年度、20年度） 

② 議員の政策立案応力を高めるため、島根県立大学教授との意見交換会を開催し、政策条例

制定の可能性について検討し、２つの専門委員会を設置し教授から助言を受け、平成 20 年

６月定例会において議員政治倫理条例を、平成 21 年３月定例会において地産地消推進条

例をそれぞれ委員会又は議員発議により提案を行い、全会一致で可決した。 

③ 他の市議会からの視察受け入れの際は、正副議長と視察調査事項に応じて関係委員会の正

副委員長にも同席を要請することとした。(平成20年2月) 


